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様式集

様式の根拠とその略した表示は以下のとおりです。

都市計画法施行規則 省令

開発許可制度運用指針 運用指針

群馬県開発行為等に関する規制に関する規則 県規制規則

群馬県開発登録簿閲覧規則 県閲覧規則

群馬県開発行為等の特例に関する取扱要綱 県特例要綱

第８章 その他（様式集）
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第８章 その他（様式集）
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第８章 その他（様式集）

省令 別記様式第２、第２の２（第１６条関係）

開発行為許可申請書

第１項都市計画法第２９条 の規定により、 ※ 手数料欄第２項

開発行為の許可を申請します。

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

許可申請者 住所

氏名

１ 開発区域に含まれる地域の名称

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル

開

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

発

４ 工 事 施 行 者 の 住 所 氏 名

行

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

為

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

の

自己の居住の用に供するもの、

概 ７ 自己の業務の用に供するもの、

そ の 他 の も の の 別

要

８ 法第３４条の該当号及び該当する理由

９ そ の 他 必 要 な 事 項

※許可に付した条件

※土木事務所受付欄 ※建 築 課 受 付 欄 ※決 裁 欄 ※許 可 番 号 欄

年 月 日 年 月 日 年 月 日

第 号 第 号 第 号

係員氏名 係員氏名 係員氏名

備考 １ 宅地造成及び特定盛土等規制法(昭和 36 年法律第 191 号)第 10 条第 1 項の宅地造成等工事規制区

域内において行われる宅地造成又は特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法

第 12 条第 1 項の許可を受けたものとみなされます。

２ 宅地造成及び特定盛土等規制法第 26 条第 1 項の特定盛土等規制区域内において行われる特定盛

土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第 30 条第 1 項の許可を受けたものとみな

されます。

３ 津波防災地域づくりに関する法律（平成２３年法律第１２３号）第７３条第１項の特定開発行為

は、本許可を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。

４ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者

の氏名を記載すること。

５ ※印のある欄は記載しないこと。

６ 「開発区域の面積」の欄は、平方メートルを単位（整数止め）として記載すること。

７ 「法第３４条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内に

おいて行われる場合に記載すること。

８ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、

認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第１号（規格Ａ４）（第３条関係）

設 計 説 明 書

設
計
の
方
針

工 工 区 名 工 区 面 積 着手予定年月日 完了予定年月日
区
計
画 ㎡ 年 月 日 年 月 日

開 地 区 域 区 分 用 途 地 域 その他の地域地区
発 域
区 地 □市街化区域
域 区 □市街化調整区域
内
の 宅 地 農 地 山 林 公共施設用地 その他の用地 合 計
土 地
地 目 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

の 別
現 概
況 要 比 率 ％ ％ ％ ％ ％ ％

１００

土 宅 地 用 地 公共施設用地 公益施設用地 その他の用地 合 計
地
利 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

用
計
画 比 率 ％ ％ ％ ％ ％

１００

街 区 数 街区 最大街区面積 ㎡ 街区最長辺長 ｍ

街
区 最 大 ㎡ 最小区画面積 ㎡ 平均区画面積 ㎡

の 区画面積
設
定 予定建築物名又は そ の 他 合 計
計 予定特定工作物名

画
区 画 数

道路用地 公園用地 排水施設用地 そ の 他 合 計

公共施設 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

の 整 備
計画概要

比 率 ％ ％ ％ ％ ％

１００

施設名 そ の 他 合 計

公益施設 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

の 配 置
計画概要

比 率 ％ ％ ％ ％ ％

１００

注 １ 設計の方針欄は、当該開発行為の目的及び開発計画の設計に関して特に留意したこと等を記入す

ること。

２ 公益施設の配置計画概要欄には、小学校、保育所、診療所、日用品の店舗等を記入すること。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第１号付表１（規格Ａ４）

従前の公共施設の管理等一覧表

従前の公共施設の有無 有 無

従 前 の 新旧対照 廃止付替 概 要

公共施設 図に付し 拡 幅 管理者名 同意の 所有者名 摘 要

の 名 称 た 番 号 の 別 延 長 幅 員 面 積 有 無

（管径）

ｍ ｍ ㎡

注 １ 開発区域内にある従前の公共施設に関して記入すること。

２ 従前の公共施設の名称は、道路、公園等種別ごとに記入すること。

３ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は、摘要欄にその旨記入すること。

４ 概要欄の道路の幅員については有効幅員を、道路の面積については法部分等を含めた道路敷の面

積を記入すること。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第１号付表２（規格Ａ４）

新たに設置される公共施設の管理者等一覧表

新旧の公共施設の有無 有 無

新 設 す る 新旧対照図 概 要 管 理 す る 協 議 成 立

公 共 施 設 に 付 し た こととなる 又は協議中 摘 要

の 名 称 番 号 延 長 幅 員 面 積 者 の 名 称 の 別

（管径）

ｍ ｍ ㎡

注 １ 開発区域内に新設する公共施設に関して記入すること。

２ 新設する公共施設の名称は、道路、公園等種別ごとに記入すること。

３ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は、摘要欄にその旨記入すること。

４ 拡幅の場合は、従前の公共施設の番号及び幅員等を摘要欄に記入すること。

５ 概要欄の道路の幅員については、有効幅員を、道路の面積については法部分を含めた道路敷の面

積を記入すること。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第１号付表３（規格Ａ４）

付替えに係る公共施設の管理者等一覧表

付替えに係る公共施設の有無 有 無

従前の公共施設 付替え(新設)に係る 付替え後に

公共施設 おける従前

の公共施設 摘 要

名 称 新旧対照図に 土地所有者 名 称 新旧対照図に 用地の帰属

付 し た 番 号 付 し た 番 号

注 １ 法第４０条第１項の規定による公共施設の付替えをする場合に記入すること。

２ 付替えに係る公共施設欄には、従前の公共施設に対応する公共施設の名称及び番号を記入す

ること。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第６号（規格Ａ４）（第６条関係） 【廃止：平成３１年４月１日から】

設 計 概 要 書

設
計
の
方
針

開 地 区 域 区 分 用 途 地 域 その他の地域地区
発 域
区 地
域 区
内
の 宅 地 農 地 山 林 公共施設用地 その他の用地 合 計
土 地
地 目 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

の 別
現 概
況 要 比 率 ％ ％ ％ ％ ％ ％

１００

公 共 施 設 用 地 その他
宅地用地 合 計

土 道路用地 排水施設 その他の 小 計 の用地
地 用地 用地

利
用 面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

計
画

比率 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

１００

公 共 施 設 一 覧 表

従前・新 公共施設 新 旧 対 廃 止 概 要 管理者 同意又は

照 図 に 付替え 協議成立 摘 要

設 の 別 の 名 称 付 し た 拡 幅 延 長 幅 員 面 積 の名称 の有無

番 号 等の別 （管径）

ｍ ｍ ㎡

注 １ 設計の方針欄には、当該開発行為の目的、開発区域を工区に分けた場合における工区数、工区

ごとの面積及び完了予定年月日、当該開発計画の設計に関して特に留意したこと等を記入するこ

と。

２ 公共施設の所有者と管理者が異なる場合は、摘要の欄に所有者の名称を記入すること。

３ 概要の欄の道路の幅員については有効幅員を、道路の面積については道路敷の面積を記入する

こと。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第２号（規格Ａ４）（第５条関係）

開発行為の施行等の同意書

年 月 日

開発者 住 所

氏 名 様

権利者 住 所

氏 名 印

私が権利を有する次の物件について開発行為及び開発行為に関する工事を行うことに同意します。

なお、当該物件が公共施設の用に供する土地となる場合があっても異議ありません。

物件の種類 所在及び地番 面 積 権利の種類 摘 要

㎡

注 同意書に同意した者の本人確認資料として「印鑑証明書」によらない資料を添付した場合には、押印を

省略することができる。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第２号付表（規格Ａ４）

開発区域内権利者一覧表

物件の種類 所在地及び地番 面 積 権利の種類 権利者の氏名 同意の有無 摘 要

㎡

注 １ 物件の種類の欄には、土地、建物等の種別を記入すること。

２ 権利の種別の欄には、所有権、抵当権等の別を記入すること。

３ 同意の有無の欄には、その旨を記入し、協議中の場合はその経過を示す説明書を添えること。

４ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入すること。
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第８章 その他（様式集）

省令 別記様式第３（第１６条関係）

資 金 計 画 書

１ 収支計画

（ 単位：千円 ）

科 目 金 額

処 分 収 入

宅 地 処 分 収 入

収 補 助 負 担 金

入

計

用 地 費

工 事 費

整 地 工 事 費

道 路 工 事 費

排 水 施 設 工 事 費

給 水 施 設 工 事 費

支 附 帯 工 事 費

事 務 費

借 入 金 利 息

出

計
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第８章 その他（様式集）

２ 年度別資金計画

（ 単位：千円 ）

年 度 年度 年度 度 計
科 目

事 業 費

用 地 費

工 事 費

附帯工事費

事 務 費

支 借入金利息

借入償還金

出

計

自 己 資 金

借 入 金

処 分 収 入

宅 地 処 分 収 入

収

補 助 負 担 金

入

計

借入金の借入先
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第４号（規格Ａ４）（第６条関係）

申請者の資力及び信用に関する申告書

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

許可申請者 住所

氏名

次のとおり申告します。

設 立 年 月 日 年 月 日 資 本 金 千円

法令による登録等

従 業 員 数 人 （うち土木建築関係技術者 人）

前 年 度 事 業 量 千円 資産総額 千円

前 年 度 納 税 額 法人税又は所得税 千円 事業税 千円

主たる取引金融機関

工事監理者住所氏名

職 名 氏 名 年 齢 在社年数 資格 免許 学歴 その他

役 歳 年

員 歳 年

略 歳 年

歴 歳 年

歳 年

工事名 工事施行者名 工 事 施 行 場 所 面 積 許認可番号･年月日 着工･完了年月

宅 ㎡ 年 月 日 年 月 着工
第 号 年 月 完了

地
㎡ 年 月 日 年 月 着工

造 第 号 年 月 完了

成 ㎡ 年 月 日 年 月 着工
第 号 年 月 完了

経
㎡ 年 月 日 年 月 着工

歴 第 号 年 月 完了

㎡ 年 月 日 年 月 着工
第 号 年 月 完了

注 １ 申告者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する
こと。

２ 法令による登録等については、宅地建物取引業法による免許、建築士法による建築士事務所
登録、建築業法による建設業者登録等について記入すること。

３ 添付図書
(1)法人税又は所得税及び事業税の納税証明書
(2)法人の登記事項証明書
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第３号（規格Ａ４）（第５条関係）

設計者の資格に関する申告書

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

設計者 住所

氏名

次のとおり申告します。

建に 資 格 内 容 取得年月日 登録又は合格の番号
築よ

士る □ 一級建築士
法資 □ 技 術 士（ 部門 ） 年 月 日
等格 □ そ の 他（ ）

学 学 校 の 名 称 学部及び学科 所 在 地 修 業 年 限

歴

勤 務 先 所 在 地 職 名 在職期間(合計 年 月)

実 年 月～ 年 月迄

務 年 月～ 年 月迄

経 年 月～ 年 月迄

歴 年 月～ 年 月迄

年 月～ 年 月迄

事 業 主 体 工事施行者 施 行 場 所 面 積 許認可の番号及び年月日

㎡ 第 号 年 月 日

設
第 号 年 月 日

計 第 号 年 月 日

第 号 年 月 日

経
第 号 年 月 日

歴 第 号 年 月 日

第 号 年 月 日

第 号 年 月 日

□ 第１号
都市計画法施行規則第１９条の該当資格 イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ

□ 第２号

注 １ 学歴の欄には、設計者の資格に関係のある学歴を記入すること。
２ 実務経歴及び設計経歴の欄には、宅地開発に関する経歴のみを記入すること。
３ 都市計画法施行規則第１９条に規定する資格を有することを証する書類を添えること。
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県規制規則 別記様式第５号（規格Ａ４）（第６条関係）

工事施行者の能力に関する申告書

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

工事施行者 住所

氏名

次のとおり申告します。

許 可 申 請 者 氏 名

開発区域に含まれる
地 域 の 名 称

設 立 年 月 日 年 月 日 資 本 金 千円

法令による登録等

事 務 技 術 労 務 計
従 業 員 数

人 人 人 人

前 年 度 納 税 額 法人税又は所得税 千円 事業税 千円

主たる取引金融機関

建設業法第 26 条による
主任技術者住所氏名

職 名 氏 名 年 齢 在社年数 資格 免許 学歴 その他
技

歳 年
術

歳 年
者

歳 年
略

歳 年
歴

歳 年

注文主名 元請･下請の別 工 事 施 行 場 所 面 積 許認可番号･年月日 完了年月

宅 ㎡ 年 月 日 年 月
地 第 号
造
成 ㎡ 年 月 日 年 月
工 第 号
事
等 ㎡ 年 月 日 年 月
施 第 号
行
経 ㎡ 年 月 日 年 月
歴 第 号

㎡ 年 月 日 年 月
第 号

注 １ 工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載
すること。

２ 法令による登録等については、建設業法による建設業者登録、建築士法による建築士事務所
登録等について記入すること。

３ 添付図書
(1)法人税又は所得税及び事業税の納税証明書（ただし、建設業許可を得ている場合は省略可）
(2)法人の登記事項証明書（個人の場合は履歴書）
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分家住宅許可申請に係る説明書及び念書 

 

年  月  日   

                様 
 

許可を受けた「分家住宅」は自己居住用で利用（入居）することを誓約し、他の第三者等が利用（入

居）したときは、違反として処分されても異存はありません。 
 

  １ 住所・氏名                                  年齢    歳 
                                                  印 
    年齢・電話                      電  話               
 

    住所・氏名                                  年齢    歳 
                                                  印 
    年齢・電話                      電  話               

   ２ 職業又は勤務先所在地・名称  

    職業又は勤務先所在地・名称  

  ３ 家族状況 （現在の住まいで同居している家族をすべて記載） 

 

  
氏  名 続柄 生年月日 職業等 申 請地 に        

同居の有無        
 

     

      

     

 
     

     

     

   
  ４ 現在住居の状況（土地及び建築物の所有者等記入） 

    

 

  ５ 分家住宅の建築費とその資金 

    

 

  ６ 申請地に転居する理由、職業（職業とは今後の職業の勤め先等） 

    

    

  注 本書を提出した者の本人確認資料として「印鑑証明書」によらない資料を添付した場合には、押印を 

省略することができる。 
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法第 34 条第 1 号該当（日常生活に必要な店舗等関係） 事業計画書 
 
申請者住所  

申請者氏名  
予定建築物 
用途・規模等 
 

１）業種名 ２）産業分類番号 
３）建築物用途 
４）構造・階数      造     階建て 

５）延床面積             ㎡ 

６）管理部分面積           ㎡ 

７）建築物所有者名            

営業概要 
 

１）取引状況 
・主な取引先 
・取引品目 
     （仕入れ先からの証明書等を添付） 
２）従業員数      人 

（常勤者   人、パート   人） 
３）営業時間    時   分 ～   時   分 
４）資格 
・営業上必要とする資格 
・有資格者名 
・従業員であるか      有 ・ 無 

資金計画 ○建築・開業に係る資金計画 
【経費】           【資金調達】 
土地造成費       千円  自己資金        千円 
建築費         千円  融資等         千円 
その他         千円  その他         千円 
〔計〕         千円  〔計〕         千円 

    ※残高証明書、融資証明書を添付のこと 
 

支持世帯数 
 

・支持世帯数      戸 
・半径 1km 以内の同種店舗の有無  有（ 店舗）・無 

 
 
記載のとおり相違ありません 
    年  月  日 
 
      申請人氏名 
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法第 34 条第 1 号該当（公益上必要な建物関係） 事業計画書 
 
 申請者住所  

 申請者氏名  
 用途・規模等

営業概要 
建築物用途 

構造・階数      造     階建て 

延床面積             ㎡ 

事業内容            
建築物所有者名 
関係施設との位置関係 

 既存集落 市街化区域部の建物を含み 50 戸以上の連たんがあるか    有 ・ 無 
（町立小中学校、町立義務教育学校、放課後児童クラブ除く） 

 接道長さ      ｍ 

 用途の基準 
（用途の下の

カッコ内は所

管する関係課

等） 
（該当する物

に○） 

公立小中学校（県当該主管課） 通学区域を勘案し、適切な位置にあるか。 
診療所・助産所（県当該主管課（伊勢

崎保健福祉事務所総務企画係、館林保

健福祉事務所地域支援第二係）） 

・入院施設の場合 県の医療施策の観点か

ら支障が無く、国の設置運営基準に適合す

るか。 
・併用住宅の場合 診療所又は助産所の部

分が全体面積の過半であり、同一棟である

か。 
老人居宅介護事業施設 
（県介護高齢課居宅サービス係（地域

密着型施設の場合は当該町）） 
老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ（県当該主管課（介

護高齢課居宅サービス係）） 
小規模多機能居宅介護（当該町） 
複合型ｻｰﾋﾞｽ福祉事業（当該町） 

・県（地域密着型施設の場合は当該町）の

福祉施策の観点から支障がなく、その設置

及び運営が国の定める基準に適合するか。 

保育所・認定こども園 
（県当該主管課（子育て青少年課保育

係）、当該町） 

・町の保育計画に適合し、その設置及び運

営が国の定める基準に適合するか。 

放課後児童クラブ、児童館 
（当該町） 

・対象小学校から適切な位置にあるか（放

課後児童クラブのみ）。 
・町の整備計画に適合しているか。 

 
記載のとおり相違ありません 
    年  月  日 
 
      申請人氏名 
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法第 34 条第 9 号該当（休憩所、給油所等関係） 事業計画書 
 
申請者住所  
申請者氏名  
予定建築物 
用途・規模等 
 

１）業種名 
２）建築物用途 
３）構造・階数      造     階建て 

４）延床面積              ㎡ 

別棟倉庫・修理工場部分等面積    ㎡ 

５）建築物所有者名            

６）駐車場の計画 
 駐車場可能台数  大型車用（トラック用）      台 
          小型車用             台 

営業概要 
 

○資格 
・営業上必要とする資格 
・有資格者名 
・従業員であるか      有 ・ 無 

資金計画 ○建築・開業に係る資金計画 
【経費】           【資金調達】 
土地造成費       千円  自己資金        千円 
建築費         千円  融資等         千円 
その他         千円  その他         千円 
〔計〕         千円  〔計〕         千円 

    ※残高証明、融資証明を添付のこと 
 

 
記載のとおり相違ありません 
    年  月  日 
 
      申請人氏名 
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（参考様式） 

 

 

 

関 連 他 法 令 許 可 等 一 覧 表 

 

種 別 
適用の 

有 無 
許可・承認等の状況 

許 可 、 承 認 等 

年 月 日 番 号※ 
許可、承認等権者名 

放流同意 有・無 未申請・手続中・同意済 
  ○年○月○日 

第○〇〇号 
例：〇〇水利組合 

道路工事施工承認 有・無 未申請・手続中・承認済 
  ○年○月○日 

手続き完了見通し 
例：〇〇町長 

道路占用許可 有・無 未申請・手続中・承認済  例：〇〇町長 

河川保全区域におけ

る行為の制限許可 
有・無 未申請・手続中・許可済  

例：〇〇土木事務所

長 

雨水浸透阻害行為許

可 
有・無 未申請・手続中・許可済  例：知事 

農地転用許可 有・無   ○年○月○日申請済  例：〇〇町長 

農地転用届 有・無 未 届・手続中・届出済  例：〇〇町長 

消防水利の基準４条

関係協議書等の写し 
有・無 未協議・協議中・協議済  例：〇〇消防長 

※消防の用に供する貯水施設を設置する場合は、別途３２条協議書を添付する。 

     

     

     

※：許可、承認等の手続きが未了の場合は、手続き完了の見通しを記入。 

備考：申請書「その他必要な事項」欄に記入した場合、添付不要。 

注意：開発工事に際し、他法令に基づく許可等が必要な場合は、申請者の責任において当該手続きを完了

すること。 
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（参考様式） 

指定集落内建物（住宅）許可申請に係る説明書 

 年  月  日 

 

申請者 住所              

 氏名              

 

「群馬県都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例」第３条第５号の規定に基づく開発許可等

の基準に関する適合状況は次のとおりです。 

記 
（以下の１から６のすべてに該当すること。） 

１ 申請地には令第29条の9各号に掲げる区域が含まれていないこと。 

チェック欄 項 目 

 
申請地には令第29条の9各号に掲げる区域が含まれていないこと。（令第29条の9第6号（水
防法に基づく浸水想定区域）については、知事が指定する区域（県規則第8条の2第2項ただし
書の規定に基づく指定区域）を含めることができる。） 

 
２ 申請地は、申請地は、次のいずれかに該当すること。（開発区域区域図に明示） 

チェック欄 項 目 

 大規模指定集落内 

 
（周辺区域ア）当該大規模指定集落と申請地を含む半径１００ｍの円の区域内におおむね３０の
建築物の敷地が存する区域。 

 
（周辺区域イ）当該大規模指定集落と申請地を含む短辺１００ｍ、長辺３００ｍの矩形の区域内
におおむね３０の建築物の敷地が存する区域。 

 
３ 申請者は、次のいずれかに該当すること。（線引き：昭和・平成  年  月  日） 

チェック欄 項 目 適合していることを証明する添付図書 

 
該当中学校区に通算して１０年以上居住した
ことがある者。 

住民票又は戸籍附票謄本 

 
該当中学校区に通算して１０年以上勤務した
ことがある者。 

勤務先の法人登記簿謄本等 
在職証明書（勤務先の代表者による証明） 

 
該当中学校区に線引き前から居住している世
帯である者の３親等以内である者。 

該当中学校区に線引き前から居住している世
帯である者の戸籍謄本、戸籍附票謄本 
申請者の住民票、戸籍謄本 
上記資料で左記（３親等以内等）が証明出来な
い場合は、左記内容が分かる公的文書 

 
４ 自己の居住の用に供する専用住宅であること。 

チェック欄 項 目 

 自己の居住の用に供する専用住宅である。 

 
５ 規則で定める敷地面積の範囲であること。 

チェック欄 項 目 

 敷地面積は、１５０㎡以上５００㎡以下である。 （申請面積    ㎡） 

 
６ 申請者は、次の(1)及び(2)に該当すること。 
(1) 自己の居住の用に供する土地、建築物を所有していないこと。 

チェック欄 項 目 

 自己の居住の用に供する土地、建築物を所有していない。 

 
自己の居住の用に供する土地、建築物を所有しているが規則で定めるやむを得ない事情がある。 
（やむを得ない事情：                            ） 

(2) 申請地から通勤可能であること。 

チェック欄 項 目 

 

申請地から通勤可能である。 

勤 務 先 名 称  

勤務先所在地  

通 勤 手 段  

通勤所要時間  
 

※各チェック欄は、該当する項目に○印を記入する。 
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（参考様式） 

指定集落内建物（住宅以外）許可申請に係る説明書 

 

   年  月  日 

 

申請者 住所              

 氏名              

 

群馬県開発審査会提案基準４に基づく開発許可等の基準に関する適合状況は次のとおりです。 

記 

（以下の１から10のすべてに該当すること。） 

 １ 申請地は、申請地は、次のいずれかに該当すること。（開発区域区域図に明示） 

（チェック欄は、該当する項目に○印を記入する。） 

チェック欄 項 目 

 大規模指定集落内 

 
（周辺区域ア）当該大規模指定集落と申請地を含む半径１００ｍの円の区域内におおむね３０の

建築物の敷地が存する区域。 

 
（周辺区域イ）当該大規模指定集落と申請地を含む短辺１００ｍ、長辺３００ｍの矩形の区域内

におおむね３０の建築物の敷地が存する区域。 

 

 

２ 申請地が最大規模降雨に基づく想定浸水深３．０ｍ以上の場合（知事が指定する区域（県規則第８条の２第２

項ただし書の規定に基づく指定区域）を除く）は、次のいずれにも該当すること。 

（チェック欄は、適合している場合に○印を記入する。） 

チェック欄 項 目 

 

当該建築計画等において、安全上及び避難上の対策として、建築物の居室の高床化や敷地の地盤

面の嵩上げ等により想定浸水深（１０㎝単位として、１０㎝未満の値は切上げて適用）以上の高

さに居室の床面が設けられるよう、対策が施されること。 

 申請地には「家屋倒壊等氾濫想定区域」が含まれていないこと。 

 

 

３ 申請者は、次のいずれかに該当すること。（線引き：昭和・平成  年  月  日） 

（チェック欄は、該当する項目に○印を記入する。） 

チェック欄 項 目 適合していることを証明する添付図書 

 
該当中学校区に通算して１０年以上居住した

ことがある者。 
住民票又は戸籍附票謄本 

 
該当中学校区に通算して１０年以上勤務した

ことがある者。 

勤務先の法人登記簿謄本等 

在職証明書（勤務先の代表者による証明） 

 
該当中学校区に線引き前から居住している世

帯である者の３親等以内である者。 

該当中学校区に線引き前から居住している世

帯である者の戸籍謄本、戸籍附票謄本 

申請者の住民票、戸籍謄本 

上記資料で左記（３親等以内等）が証明出来な

い場合は、左記内容が分かる公的文書 
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４ 予定建築物は自己の業務の用に供するものであり、用途は、次のいずれかであること。 

（チェック欄は、該当する項目に○印を記入する。） 

チェック欄 項 目 

 工場（産業廃棄物の貯蔵、処理又は加工に供する建築物を除く。） 

 事務所 

 倉庫（産業廃棄物の貯蔵、処理又は加工に供する建築物を除く。） 

 店舗（風適法の適用を受けないもの。） 

 運動・レジャー施設（風適法の適用を受けないもの。） 

 

５ 申請地の土地利用は、騒音、振動、臭気又は景観等、周囲の環境等に著しく害の及ぶおそれがないこと。 

（チェック欄は、適合している場合に○印を記入する。） 

チェック欄 項 目 

 

申請地の土地利用は、騒音、振動、臭気又は景観等、周囲の環境等に著しく害の及ぶおそれがない。 
※作業及び機械器具による騒音、振動、臭気又は景観等への影響について具体的な資料を添付の上、文言により説明する。 

 

 

 

 

 

 

６ 危険物を取り扱う場合は、その取扱いが適正であること。 

（チェック欄は、該当項目に○印を記入する。） 

チェック欄 項 目 

 危険物は取り扱わない。 

 
危険物を取り扱う。 

※取り扱う危険物の種類及び消防法等関係法令に基づく許認可状況を文言により説明する。 

 

７ 予定建築物が店舗の場合は、延べ面積が５００㎡以下であること。 

（チェック欄は、該当項目に○印を記入する。） 

チェック欄 項 目 

 店舗ではない。 

 予定建築物は、店舗であり延べ面積５００㎡以下の計画としている。 

 

８ 申請地の面積は、原則として２，０００㎡以下であること。 

（チェック欄は、適合している場合に○印を記入する。） 

チェック欄 項 目 

 申請地の面積は、２，０００㎡以下である。（申請面積：      ㎡） 

 

申請地の面積は、２，０００㎡を超えているが土地の形状等によりやむを得ない事情がある。 

（申請面積：      ㎡） 

（やむを得ない事情：                               ） 

 

９ 予定建築物の容積率は、原則として１００％以下であること。 

（チェック欄は、適合している場合に○印を記入する。） 

チェック欄 項 目 

 予定建築物の容積率は、１００％以下である。（容積率：   ．  ％） 

 

10 予定建築物の高さは、原則として１０ｍ以下であること。 

（チェック欄は、適合している場合に○印を記入する。） 

チェック欄 項 目 

 予定建築物の高さは、１０ｍ以下である。（最高高さ：   ．  ｍ） 
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運用指針

移転計画書

都市計画法第３４条第８号の２に規定する市街化調整区域のうち開発不適区域内に存する建築物等及びこれに

代わるべき建築物等について、次のとおり申告します。なお、申告の内容に変更が生じた場合には、その理由を

添えて直ちに変更内容を申告します。

従前建築物等 代替建築物等

住 所

用 途

建築物等の概要

規 模

構 造

建築物等の所有権 住 所

有する者

氏 名

着手予定年月日 （除却） （建築・建設）

年 月 日 年 月 日

工事予定時期

完了予定年月日 （除却） （建築・建設）

年 月 日 年 月 日

備考 代替建築物等の「建築物等の所有権を有する者」の欄については、建築物等の所有権を有することと

なる者の住所及び氏名を記載すること。
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県規制規則 別記様式第１０号（第１０条関係）

開 発 許 可 済

許 可 番 号 年 月 日

許可を受けた者の住所氏名

工事施行者の住所氏名

施 行 区 域 に 含 ま れ る

地 域 の 名 称

工 事 施 行 面 積

工 事 期 間

現 場 管 理 者

４５㎝以上

地 表 面

注 材料は、木版またはトタン板とし、表面は白地とする。

上
以

㎝
０

３
上

以
㎝

０
２

１



- 272 -

第８章 その他（様式集）

運用指針 別記様式第３

開発行為変更許可申請書

都市計画法第３５条の２第１項の規定により、 ※ 手数料欄

開発行為の許可を申請します。

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

許可申請者 住所

氏名

１ 開発区域に含まれる地域の名称

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル
開

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途
発

４ 工 事 施 行 者 の 住 所 氏 名
行

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日
為

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日
の

自己の居住の用に供するもの、

概 ７ 自己の業務の用に供するもの、

そ の 他 の も の の 別
要

８ 法第３４条の該当号及び該当する理由

９ そ の 他 必 要 な 事 項

開発許可の番号 年 月 日 建 第 号

変 更 の 理 由

※変更の許可に付した条件

※土木事務所受付欄 ※建 築 課 受 付 欄 ※決 裁 欄 ※許 可 番 号 欄

年 月 日 年 月 日 年 月 日

第 号 第 号 第 号

係員氏名 係員氏名 係員氏名

備考 １ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者

の氏名を記載すること。

２ ※印のある欄は記載しないこと。

３ 「開発区域の面積」の欄は、平方メートルを単位（整数止め）として記載すること。

４ 「法第３４条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為の変更が市街化調整区

域内において行われる場合に記載すること。

５ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の法令に

よる許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。

６ 開発行為の変更の概要（「その他必要な事項」を除く）は、変更前及び変更後の内容を対照

（変更前を黒書き、変更後を赤書き）させて記載すること。
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第８章 その他（様式集）

運用指針 別記様式第３

開発行為変更届出書

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

届出者 住 所

氏 名

都市計画法第３５条の２第３項の規定に基づき、開発行為の変更について、下記により届け出ます。

記

１ 変 更 に 係 る 事 項

２ 変 更 の 理 由

３ 開発許可の許可番号 年 月 日 第 号

備考 変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照（変更前を黒書き、変更後を赤書き）させて記載する

こと。
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第８章 その他（様式集）

開発許可等申請書の取下げ届出書

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

届出者 住所

氏名

年 月 日申請の都市計画法第 条第 項の規定による 申請書は、

次の理由により取り下げたいので届け出ます。

申 請 者 の 住 所 及 び 氏 名

開発区域に含まれる地域の名称

（建築物の存する土地の所在）

取 下 げ 理 由

※土木事務所受付欄 ※ 建 築 課 受 付 欄 備 考

（処分庁記載欄） 受理したときの加除訂正は次のとおりである

第 号
欄 別

上記届出は、 年 月 日受理しました。 届出者住所氏名

申請者住所氏名

地 域 の 名 称

取 下 げ 理 由

注 ※印のある欄は記載しないこと。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第１１号（規格Ａ４）（第１１条関係）

工 事 着 手 届

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

届出者 住所

氏名

次のとおり開発行為に関する工事に着手したので、届け出ます。

開 発 許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 第 号

開発区域に含まれる地域の名称

工 事 着 手 年 月 日 年 月 日

設 計 者 の 住 所 及 び 氏 名

工事施行者住所及び氏名・連絡先

※ 土木事務所受付欄 ※ 建 築 課 受 付 欄 ※ 処 理 欄

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

係員氏名 係員氏名

注 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。

２ 現場管理者の欄は、現場における責任者（建設業法でいう現場代理人等）について記入するこ

と。

３ ※印のある欄は、記載しないこと。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第１２号（規格Ａ４）（第１５条関係）

工事完了公告以前の建築等承認申請書

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

承認申請者 住所

氏名

次のとおり承認してください。

１ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

２ 開 発 許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 第 号

３ 開発区域に含まれる地域の名称

４ 工 事 の 進 行 現 況

建 築 又 は建 設し よう とす る
５

土 地 の 所 在 及 び 地 番

建 築 又 は建 設し よう とす る
６

土 地 の 面 積

７ 建 築 物 等 の 構 造 及 び 規 模

８ 建 築 物 等 の 用 途

９ 承 認 申 請 の 理 由

※土木事務所受付欄 ※建 築 課 受 付 欄 ※決 裁 欄 ※承 認 番 号 欄

年 月 日 年 月 日 年 月 日

第 号 第 号 第 号

係員氏名 係員氏名 係員氏名

注 １ 申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。

２ ※印のある欄は記載しないこと。
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第８章 その他（様式集）

省令 別記様式第８（第３２条関係）

開発行為に関する工事の廃止の届出書

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

届出者 住所

氏名

都市計画法第３８条の規定により、開発行為に関する工事（許可番号 年 月 日

第 号）を下記のとおり廃止しましたので届け出ます

記

１ 開発行為に関する工事を 年 月 日

廃 止 し た 年 月 日

２ 開発行為に関する工事の

廃止に係わる地域の名称

３ 開発工事に関する工事の

廃止に係わる地域の面積

備考 届出者が法人である場合においては、氏名はその法人の氏名及び代表者の氏名を記載すること。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第１９号（規格Ａ４）（第２０条関係）

許可を受けた地位の承継届出書

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

届出者（承継人） 住所

氏名

次のとおり許可を受けた地位を承継しました。

１ 許可を受けた者の住所及び氏名

２ 許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 第 号

許 可 に 係 る 土 地 の 表 示
３

又 は 地 域 の 名 称

４ 承 継 年 月 日 年 月 日

５ 承 継 の 原 因

※土木事務所受付欄 ※建 築 課 受 付 欄 ※決 裁 欄 ※処 理 欄

年 月 日 年 月 日 年 月 日

第 号 第 号 第 号

係員氏名 係員氏名 係員氏名

注 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。

２ ※印のある欄は記載しないこと。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第２０号（規格Ａ４）（第２１条関係）

開発許可を受けた地位の承継承認申請書

都市計画法第４５条の規定による承認を受け ※ 手数料欄

たいので、次のとおり申請します。

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

承認申請者 住所

氏名

１ 開 発 許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 第 号

自 己 の 居住 又は 業務 の用 に
２

供 す る も の か 否 か の 別

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

４ 権 原 取 得 年 月 日 年 月 日

５ 権 原 取 得 の 原 因

※土木事務所受付欄 ※建 築 課 受 付 欄 ※決 裁 欄 ※承 認 番 号 欄

年 月 日 年 月 日 年 月 日

第 号 第 号 第 号

係員氏名 係員氏名 係員氏名

注 １ 申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。

２ 地位承継を証明する書類を添付すること。

３ ※印のある欄は記載しないこと。
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第８章 その他（様式集）

省令 別記様式第４（第２９条関係）

工 事 完 了 届 出 書

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

届出者 住所

氏名

都市計画法第３６条第１項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号 年 月 日

第 号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます

記

１ 工 事 完 了 年 月 日 年 月 日

２ 工事を完了した開発区域又は

工区に含まれる地域の名称

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 検 査 年 月 日 年 月 日

※ 検 査 結 果 合 否

※ 検 査 済 証 番 号 年 月 日 第 号

※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

備 考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。

２ ※印のある欄は記載しないこと。
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第８章 その他（様式集）

省令 別記様式第５（第２９条関係）

公 共 施 設 工 事 完 了 届 出 書

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

届出者 住所

氏名

都市計画法第３６条第１項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号 年 月 日

第 号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます

記

１ 工 事 完 了 年 月 日 年 月 日

２ 工事を完了した公共施設が存する開発区域

又は工区に含まれる地域の名称

３ 工 事 を 完 了 し た 公 共 施 設

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 検 査 年 月 日 年 月 日

※ 検 査 結 果 合 否

※ 検 査 済 証 番 号 年 月 日 第 号

※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

備 考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。

２ ※印のある欄は記載しないこと。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第１４号（規格Ａ４）（第１７条関係）

（ 表 ）

用途地域の定められていない土地の区域における

建築物の特例許可申請書

都市計画法第４１条第２項ただし書きの規定 ※ 手数料欄

に基づき、次のとおり建築物の建築の許可を申

請します。

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

許可申請者 住所

氏名

１ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

２ 開 発 許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 第 号

敷地面積に対する
高 さ 壁面の位置

開 発 許 可 を 受 け た 際 の 建築面積の割合
３

建 築 物 の 制 限 の 内 容

４ 建築物を建築しようとする土地 所在 地番 面積

敷地面積に対する
高 さ 壁面の位置

建築面積の割合

５ 建 築 し よ う と す る 建 築 物

６ 許 可 申 請 の 理 由

※土木事務所受付欄 ※建 築 課 受 付 欄 ※決 裁 欄 ※許 可 番 号 欄

年 月 日 年 月 日 年 月 日

第 号 第 号 第 号

係員氏名 係員氏名 係員氏名

注 １ 申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。

２ ※印のある欄は記載しないこと。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第１４号（規格Ａ４）（第１７条関係）

（ 裏 ）

建 築 物 概 要 書

主要用途 建築面積 延べ面積 敷地面積 建蔽率

申 請 部 分 ㎡ ㎡

申請以外の部分 ㎡ ㎡

計 ㎡ ㎡ ㎡ ％

建 築 物 棟 別 概 要 書

棟 NO. 工事種別 構 造 階 数 建築面積 延べ面積 外壁仕上げ 最高の高さ

㎡ ㎡ ｍ

㎡ ㎡ ｍ

㎡ ㎡ ｍ

㎡ ㎡ ｍ

㎡ ㎡ ｍ

㎡ ㎡ ｍ

㎡ ㎡ ｍ

㎡ ㎡ ｍ

備

考
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第１６号（規格Ａ４）（第１８条関係）

予定建築物等以外の建築等許可申請書

都市計画法第４２条第１項ただし書きの規定 ※ 手数料欄

により、予定建築物以外の

新 築

建 築 物 改 築
の の許可

第一種特定工作物 用途の変更

新 設

を申請します。

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

許可申請者 住所

氏名

１ 開 発 許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 第 号

２ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

当 該 土 地 の 所 在 、 地 目 、
３

地 番 及 び 面 積

４ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

建築しようとする建築物又は

５ 新設しようとする特定工作物若しくは

用途の変更後の建築物の用途

改築又は用途の変更をしようとする
６

場 合 は 既存 の建 築物 の用 途

建築しようとする建築物又は

新設しようとする特定工作物

７ 若しくは用途の変更後の建築物が

法第４２条第１項ただし書きの

許 可 条 件 の い ず れ に 該 当

す る か の記 載及 びそ の理 由

８ その他必要な事項（用途地域等）

※土木事務所受付欄 ※建 築 課 受 付 欄 ※決 裁 欄 ※許 可 番 号 欄

年 月 日 年 月 日 年 月 日

第 号 第 号 第 号

係員氏名 係員氏名 係員氏名

注 １ 申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。

２ ※印のある欄は記載しないこと。

３ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築又は用途の変更をすることについて他の法

令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。
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第８章 その他（様式集）

省令 別記様式第９（第３４条関係）

建築物の新築、改築若しくは用途の変更

又は第一種特定工作物の新設許可申請書

都市計画法第４３条第１項の規定により、 ※ 手数料欄

新 築

建 築 物 改 築
の の許可

第一種特定工作物 用途の変更

新 設

を申請します。

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

許可申請者 住所

氏名

建築物を建築しようとする土地、

用 途 の 変更 をし よう とす る

１ 建築物の存する土地又は第一種

特定工作物を新設しようとする

土地の所在、地番、地目及び面積

建 築 し よう とす る建 築物 、

用 途 の 変 更 後 の 建 築 物
２

又 は 新 設 し よ う と す る

第 一 種 特 定 工 作 物 の 用 途

改築又は用途の変更をしようと
３

する場合は、既存の建築物の用途

建築しようとする建築物、用途

の 変 更 後の 建築 物又 は新 設

しようとする第一種特定工作物

が法第３４条第１号から第１０
４

号まで又は令第３６条第１項

第 ３ 号 ロか らホ のい ずれ の

建築物又は第一種特定工作物に

該当するかの記載及びその理由

５ そ の 他 必 要 な 事 項

※土木事務所受付欄 ※建 築 課 受 付 欄 ※決 裁 欄 ※許 可 番 号 欄

年 月 日 年 月 日 年 月 日

第 号 第 号 第 号

係員氏名 係員氏名 係員氏名

備考 １ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載

すること。

２ ※印のある欄は記載しないこと。

３ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工

作物の新設をすることについて他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの

状況を記載すること。
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県閲覧規則 別記様式

開発登録簿閲覧申込書

※第 号

年 月 日

群馬県知事
あて

土木事務所長

住 所

氏 名

次のとおり、開発登録簿を閲覧させてください。

１ 閲 覧 目 的

２ 開発区域の位置

３ 時 間

４ 備 考

注：※印は記載しないこと。
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県規制規則 別記様式第２２号（規格Ａ４）（第２２条関係）

開発登録簿の写し交付申請書

都市計画法第４７条第５項の規定により、次 ※ 手数料欄

のとおり開発登録簿の写しの交付を申請します。

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

申請者 住所

氏名

１ 登 録 簿 番 号

２ 写 し の 必 要 部 数

３ 申 請 の 理 由

（ 写 し の 目 的 ）

受付年月日 年 月 日 係員氏名

※ 処理欄

交付年月日 年 月 日 係員氏名

注 １ 申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２ ※印のある欄は記載しないこと。
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第２３号（規格Ａ４）（第２３条関係）

開発行為又は建築に関する証明書交付申請書

都市計画法施行規則第６０条の規定により、次のとおり建築物等が都市計画法の規定に適合している

旨の証明を申請します。

年 月 日

群馬県知事

あて

土木事務所長

申請者 住所

氏名

敷地の所在及び地番

建

築 □ 市街化区域

物 区 域 区 分 用途地域

に □ 市街化調整区域

関 開 発 許 可 等 の 年 月 日 第 号（ ）

す 年 月 日 第 号（ ）

る 年 月 日 番 号 年 月 日 第 号（ ）

事 都市計画法第 41 条 年 月

項 による制限の内容

開 発 行 為 有 無（ ㎡）

建 築 計 画 の 概 要 用 途 敷地面積 ㎡

工事の種別 建築面積 ㎡

そ の 他 必 要 事 項

※土木事務所受付欄 ※建 築 課 受 付 欄 ※決 裁 欄 ※交 付 番 号 欄

年 月 日 年 月 日 年 月 日

第 号 第 号 第 号

係員氏名 係員氏名 係員氏名

注１ 申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
２ ※印のある欄は、記載しないこと。
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都市計画法による命令の公示

（土地又は工作物等の）所在地

命令を受けた者の氏名

この（土地又は工作物）は、都市計画法に違反しているので、 年 月 日付で、同法

第８１条に基づき を命じた

注 １．この標識を損壊した者は、公文書毀損罪で罰せられます。

２．この命令に違反して、 を行った場合は罰せられます。

（電気事業者名） （電気）

３． 年 月 日（水道事業者名） に対して （水道） 供給の申込の承諾を

（ガス事業者名） （ガス）

を保留するよう要請しています。

年 月 日

群馬県知事

土木事務所長
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（参考資料）

第 号

住所及び氏名 様

群馬県知事

土木事務所長

開発行為等に関する聴聞について

１ 開発行為等の場所

２ 予定建築物等の用途

３ 規 模

４ そ の 他

上記開発行為等について、次のとおり聴聞を行いますので、ご来庁下さい。

記

１．

２．
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（参考資料）

第 号

住所及び氏名 様

命 令 書

１ 開発行為等の場所

２ 予定建築物等の用途

３ 規 模

４ そ の 他

上記開発行為等は都市計画法に違反しているので、同法第８１条第１項の規定に基づき、

を命ずる。

年 月 日

群馬県知事

土木事務所長

この命令に違反した者は、都市計画法第９１条の規定により、１年以上の懲役又は５０万円以下の罰金に処せ

られます。
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県特例要綱 別記様式第１号（規格Ａ４）（第４条関係）

開発行為協議書

都市計画法第３４条の２第１項の規定により、開発行為を協議します。

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

協議者 住所

氏名

１ 開発区域に含まれる地域の名称

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル

開

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

発

４ 工 事 施 行 者 の 住 所 氏 名

行

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

為

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

の

自己の居住の用に供するもの、

概 ７ 自己の業務の用に供するもの、

そ の 他 の も の の 別

要

８ 法第３４条の該当号及び該当する理由

９ そ の 他 必 要 な 事 項

※協議済に付した条件

※土木事務所受付欄 ※建 築 課 受 付 欄 ※決 裁 欄 ※協 議 済 番 号 欄

年 月 日 年 月 日 年 月 日

第 号 第 号 第 号

係員氏名 係員氏名 係員氏名

備考 １ 協議者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記

載すること。

２ ※印のある欄は記載しないこと。

３ 「開発区域の面積」の欄は、平方メートルを単位（整数止め）として記載すること。

４ 「法第３４条の該当号及び該当する理由」の欄は、協議に係る開発行為が市街化調整区域内において

行われる場合に記載すること。

５ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認

可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。
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県特例要綱 別記様式第３号（規格Ａ４）（第５条関係）

予定建築物等以外の建築等協議書

都市計画法第４２条第２項の規定により、予定建築物以外の

新 築

建 築 物 改 築
の を協議します。

第一種特定工作物 用途の変更

新 設

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

協議者 住所

氏名

１ 開 発 協 議済 年月 日及 び番 号 年 月 日 第 号

２ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

当 該 土 地 の 所 在 、 地 目 、
３

地 番 及 び 面 積

４ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

建築しようとする建築物又は

５ 新設しようとする特定工作物若しくは

用途の変更後の建築物の用途

改築又は用途の変更をしようとする
６

場 合 は 既存 の建 築物 の用 途

建築しようとする建築物又は

新設しようとする特定工作物

７ 若しくは用途の変更後の建築物が

法第４２条第１項ただし書きの

許 可 条 件の いず れか に該 当

す る か の記 載及 びそ の理 由

８ その他必要な事項（用途地域等）

※土木事務所受付欄 ※建 築 課 受 付 欄 ※決 裁 欄 ※協 議 済 番 号 欄

年 月 日 年 月 日 年 月 日

第 号 第 号 第 号

係員氏名 係員氏名 係員氏名

注 １ 協議者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２ ※印のある欄は記載しないこと。

３ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築又は用途の変更をすることについて他の法令によ

る許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。
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県特例要綱 別記様式第５号（規格Ａ４）（第６条関係）

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設協議書

都市計画法第４３条第３項の規定により、予定建築物以外の

新 築

建 築 物 改 築
の を協議します。

第一種特定工作物 用途の変更

新 設

年 月 日

群 馬 県 知 事
あて

土木事務所長

協議者 住所

氏名

建築物を建築しようとする土地、

用 途 の 変更 をし よう とす る

１ 建築物の存する土地又は第一種

特定工作物を新設しようとする

土地の所在、地番、地目及び面積

建 築 し よう とす る建 築物 、

用 途 の 変 更 後 の 建 築 物
２

又 は 新 設 し よ う と す る

第 一 種 特 定 工 作 物 の 用 途

改築又は用途の変更をしようと
３

する場合は、既存の建築物の用途

建築しようとする建築物、用途

の 変 更 後の 建築 物又 は新 設

しようとする第一種特定工作物

が法第３４条第１号から第１０
４

号まで又は令第３６条第１項

第 ３ 号 ロか らホ のい ずれ の

建築物又は第一種特定工作物に

該当するかの記載及びその理由

５ そ の 他 必 要 な 事 項

※土木事務所受付欄 ※建 築 課 受 付 欄 ※決 裁 欄 ※協 議 済 番 号 欄

年 月 日 年 月 日 年 月 日

第 号 第 号 第 号

係員氏名 係員氏名 係員氏名

備考 １ 協議者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２ ※印のある欄は記載しないこと。

３ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新

設をすることについて他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載する

こと。
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県規制規則 別記様式第８号（規格Ａ４）（第２９条関係）

開発行為許可通知書
群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

開 発 行 為
年 月 日付けで申請のありました について、都市計画法

開発行為の変更
第２９条 第１項

第２９条 第２項 の規定により、下記の条件を付して許可します。

第３５条の２第１項

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（条件）

県規制規則 別記様式第９号（規格Ａ４）（第２９条関係）

開発行為不許可通知書

群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

開 発 行 為
年 月 日付けで申請のありました について、下記の理由に

開発行為の変更
より許可しません。

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内

に、群馬県開発審査会に対して審査請求をすることができます（処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。）。ただし、不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであ

るときは、公害等調整委員会に裁定の申請をすることができ、この場合においては、審査請求をするこ

とはできません。

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、群馬県を被告として（訴訟

において群馬県を代表する者は群馬県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から起算

して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、審査請求

をした場合には、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。

不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであり、公害等調整委員会の裁定を

受けた場合は、この処分についての取消しの訴えを提起することはできませんが、当該裁定に対する取

消しの訴えを提起することができます。

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（理由）
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県規制規則 別記様式第１３号（規格Ａ４）（第３７条関係）

工事完了公告以前の建築等承認通知書

群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

建 築
年 月 日付けで申請のありました工事完了公告以前の について、

建 設

都市計画法第３７条ただし書の規定により、下記の条件を付して承認します。

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（条件）

県規制規則 別記様式第１３－２号（規格Ａ４）（第３７条関係）

工事完了公告以前の建築等不承認通知書

群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

建 築
年 月 日付けで申請のありました工事完了公告以前の について、

建 設
下記の理由により承認しません。

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して、３月以

内に群馬県知事に対して審査請求をすることができます。

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、群馬県を被告として（訴訟

において群馬県を代表する者は群馬県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から起算

して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、審査請求

をした場合には、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（理由）
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第１５号（規格Ａ４）（第４２条関係）

用途地域の定められていない土地の区域における

建築物の特例許可通知書

群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

年 月 日付け申請のありました用途地域の定められていない土地の区域における建築物

の建築について、都市計画法第 41 条第２項ただし書の規定により、下記の条件を付して許可します。

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（条件）

県規制規則 別記様式第１５－２号（規格Ａ４）（第４２条関係）

用途地域の定められていない土地の区域における

建築物の特例不許可通知書

群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

年 月 日付け申請のありました用途地域の定められていない土地の区域における建築物

の建築について、下記の理由により許可しません。

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内

に、群馬県開発審査会に対して審査請求をすることができます（処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。）。

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、群馬県を被告として（訴訟

において群馬県を代表する者は群馬県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から起算

して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、審査請求

をした場合には、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（理由）
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県規制規則 別記様式第１７号（規格Ａ４）（第４２条関係）

予定建築物等以外の建築等許可通知書

群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

新 築

建 築 物 改 築
年 月 日付けで申請のありました の について、

特 定 工 作 物 用途の変更

新 設

都市計画法第４２条第１項ただし書の規定により、下記の条件を付して許可します。

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（条件）

県規制規則 別記様式第１７－２号（規格Ａ４）（第４２条関係）

予定建築物等以外の建築等不許可通知書

群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

新 築

建 築 物 改 築
年 月 日付けで申請のありました の について、

特 定 工 作 物 用途の変更

新 設

下記の理由により許可しません。

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以

内に、群馬県開発審査会に対して審査請求をすることができます（処分があったことを知った日の翌

日から起算して３月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります。）。ただし、不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するも

のであるときは、公害等調整委員会に裁定の申請をすることができ、この場合においては、審査請求

をすることはできません。

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、群馬県を被告として（訴

訟において群馬県を代表する者は群馬県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することがで

きます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から

起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、審査

請求をした場合には、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以

内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。

不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであり、公害等調整委員会の裁定

を受けた場合は、この処分についての取消しの訴えを提起することはできませんが、当該裁定に対す

る取消しの訴えを提起することができます。

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（理由）
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第１８号（規格Ａ４）（第４３条関係）

建築物の新築、改築若しくは用途の変更

又は第一種特定工作物の新設許可通知書

群馬県指令 第 号
住 所

氏 名

新 築

建 築 物 改 築
年 月 日付けで申請のありました の について、

第一種特定工作物 用途の変更

新 設

都市計画法第４３条第１項の規定により、下記の条件を付して許可します。

年 月 日
群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（条件）

県規制規則 別記様式第１８－２号（規格Ａ４）（第４３条関係）

建築物の新築、改築若しくは用途の変更
又は第一種特定工作物の新設不許可通知書

群馬県指令 第 号
住 所

氏 名

新 築

建 築 物 改 築
年 月 日付けで申請のありました の について、

第一種特定工作物 用途の変更

新 設
下記の理由により許可しません。

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内

に、群馬県開発審査会に対して審査請求をすることができます（処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。）。ただし、不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであ

るときは、公害等調整委員会に裁定の申請をすることができ、この場合においては、審査請求をするこ

とはできません。

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、群馬県を被告として（訴訟

において群馬県を代表する者は群馬県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から起算

して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、審査請求

をした場合には、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。

不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであり、公害等調整委員会の裁定を

受けた場合は、この処分についての取消しの訴えを提起することはできませんが、当該裁定に対する取

消しの訴えを提起することができます。

年 月 日
群 馬 県 知 事
土木事務所長 印

記

（理由）
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第２１号（規格Ａ４）（第４５条関係）

開発許可に基づく地位の承継承認通知書

群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

年 月 日付け申請のありました開発許可に基づく地位の承継について、都市計画法第

４５条の規定により、下記の条件を付して承認します。

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（条件）

県規制規則 別記様式第２１－２号（規格Ａ４）（第４５条関係）

開発許可に基づく地位の継承不承認通知書

群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

年 月 日付け申請のありました開発許可に基づく地位の承継について、下記の理由に

より承認しません。

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して、３月以

内に群馬県知事に対して審査請求をすることができます。

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、群馬県を被告として（訴訟

において群馬県を代表する者は群馬県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から起算

して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、審査請求

をした場合には、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（理由）
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第８章 その他（様式集）

県規制規則 別記様式第２４号（規格Ａ４）

開発行為又は建築に関する証明書
都市計画法施行規則第６０条の規定に基づき申請のあった次の計画について、都市計画法の規定に適合

していることを証明します。

第 号

年 月 日

様

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

１ 建築物を建築又は特定工作

物を建設しようとする土地

の表示

２ 建築しようとする建築物又

は建設しようとする特定工

作物の用途

３ 改築前の建築物の用途

４ 建築しようとする建築物又

は建設しようとする特定工

作物の構造規模

５ 改築前の建築物の構造規模

６ 備考

県規制規則 別記様式第２５号（規格Ａ４） 【廃止：令和４年４月１日から】

（表）

№

身 分 証 明 書

所 属

職 名

氏 名

年 月 日生

この者は、都市計画法第 82 条の規定に基づく立入検査の権限を有する者であるこ

とを証明する。

有効期限 年 月 日まで

年 月 日

群馬県知事 印

（裏）

都市計画法 （抄）

第82条 国土交通大臣、都道府県知事若しくは指定都市等の長又はその命じた者若

しくは委任した者は、前条の規定による権限を行うため必要がある場合において

は、当該土地に立ち入り、当該土地若しくは当該土地にある物件又は当該土地に

おいて行われている工事の状況を検査することができる。

２ 前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書

を携帯しなければならない。

３ 前項に規定する証明書は、関係人の請求があったときは、これを提示しなけれ

ばならない。

４ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

してはならない。
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第８章 その他（様式集）

県特例要綱 別記様式第２号（規格Ａ４）（第４条関係）

開発行為協議済通知書
群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

年 月 日付けで協議依頼のありました開発行為について、都市計画法第３４条の２第１項

の規定により、下記の条件を付けて協議が済んだことを通知します。

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（条件）

県特例要綱 別記様式第４号（規格Ａ４）（第４条関係）

予定建築物等以外の建築等協議済通知書
群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

新 築
建 築 物 改 築

年 月 日付けで協議依頼のありました の について、
第一種特定工作物 用途の変更

新 設
都市計画法第４２条第２項の規定により、下記の条件を付けて協議が済んだことを通知します。

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（条件）

県特例要綱 別記様式第６号（規格Ａ４）（第６条関係）

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設協議済通知書
群馬県指令 第 号

住 所

氏 名

新 築
建 築 物 改 築

年 月 日付けで協議依頼のありました の について、
第一種特定工作物 用途の変更

新 設
都市計画法第４３条第３項の規定により、下記の条件を付けて協議が済んだことを通知します。

年 月 日

群 馬 県 知 事

土木事務所長 印

記

（条件）


